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ダイバーシティ&インクルージョン　LGBTへの理解と取り組み
　経済の持続的成長を実現するには、多様な人材の能
力を引き出し、社会全体の生産性を向上させていくこ
とが不可欠である。こうしたダイバーシティ&インク
ルージョン（多様性と包摂）の重要課題の1つが、
LGBT（性的マイノリティー）※に関しての取り組みで、
社会全体で理解を深めなければならない。
　これは企業活動をするうえでも、欠くことのできな
い課題である。こうしたなかで、日本経済団体連合会
は2017年5月に、『ダイバーシティ・インクルージョ
ン社会の実現に向けて』という提言を行い、LGBTに
関する日本企業の現状を報告するとともに、取り組み
の方向性を示している。
　会員企業を対象に、「LGBTへの企業の取り組みに関
するアンケート」をはじめて実施。全体の15％にあた
る233社から回答を得ている。調査では、「LGBTに関
して、企業による取り組みは必要だと思うか」という設
問に対し、「思う」と回答した企業は91.4％。さらに「多
様性に基づくイノベーション創出・生産性向上が、特
に重要とされる」と指摘している。
　「LGBTに関して、何らかの取り組みを実施している
か」との設問には、約4割の企業が「既に実施」し、「検
討中」の企業も3割ほどあった。「既に実施」または「検
討中」の企業へ、具体的な取り組みについて聞いたと
ころ、「社内セミナー等の開催」が91.8％と最多で、
「LGBTの社員に向けた社内相談窓口の設置」「採用活
動におけるLGBTへの配慮」がつづいた。
　LGBTへの理解は、新たなビジネスチャンスにもつ
ながるとの指摘もある。同提言では、対策をすでには
じめている90社以上の企業の取り組み事例も公表して
いる。LGBTへの理解を深めていくとともに、自社でで
きる取り組みを検討する際の貴重な資料になるといえ
るだろう。

出所：［1］［2］ �一般社団法人日本経済団体連合会『ダイバーシティ・インクルージョ
ン社会の実現に向けて』（2017年5月16日）

※�LGBTとは、レズビアン（Lesbian 女性同性愛者）、ゲイ（Gay 男性同性愛者）、
バイセクシャル（Bisexual 両性愛者）、トランスジェンダー（Transgender 心
と体の性の不一致を感じている人びと）の頭文字をとったもの。
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LGBTに関して、何らかの取り組みを実施して
いるか（回答数 232、回答なし1社）

「既に実施」または「検討中」を選んだ場合、
取り組みとして当てはまるものをすべて選択
（回答数 177、複数回答）
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「思う」を選んだ場合、LGBTに関する企業の
取り組みの目的について、重要だと思うものを
すべて選択（回答数 213、複数回答）
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LGBTに関して、企業による取り組みは必要だと
思うか（回答数233）
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